
和議第４７号 

 

地方財政の確保と充実を求める意見書（案） 

 

少子高齢化の進展、人口減少、物価高騰、賃金上昇、自然災害の激甚化・頻

発化など、和歌山県をはじめとする地方公共団体を取り巻く環境は一層厳しさ

を増している。 

 とりわけ、社会保障関係費の増加、地域医療の確保、子育て支援、自治体Ｄ

Ｘ・ＧＸの推進など、地方が担うべき行政課題は多様化・高度化しており、こ

れらを着実に実施するためには、安定した地方財政基盤の確立が不可欠である。 

また、近年の物価高騰や資材価格の上昇、民間の賃上げ、金利上昇に伴う人

件費や公債費の増加は、地方公共団体の財政運営に大きな影響を及ぼしている。

住民生活に必要な行政サービスを将来にわたり安定的に提供するためには、地

方の実情を的確に反映した一般財源総額の確保が求められる。 

さらに、軽油引取税及び地方揮発油税の当分の間税率並びに自動車税環境性

能割の廃止による地方の減収に対し、代替となる恒久財源が未確定であること

に加え、いわゆる「年収の壁」の更なる見直しや、飲食料品の消費税減税が実

施された場合の交付税原資並びに個人住民税及び地方消費税の減による影響も

懸念されるところである。 

 加えて、公共施設やインフラの老朽化に伴い投資的経費が増加していく中で、

更新時期を迎える公共施設等を適切に維持・管理していくためには、長期的な

視点をもって計画的に長寿命化などの事業を進めていく必要があるが、公共施

設等適正管理推進事業債の事業期間は、２０２６年度までとされている。  

 このため、２０２７年度の政府予算と地方財政の検討にあたっては、以下の

事項の実現を求める。 

 

記 

 

１ 社会保障関係費をはじめ、物価高騰や賃上げ、金利上昇等に伴う経費は年々

増加している。また、地域医療の確保や「こどもまんなか社会の実現」など、

国と地方が一体となって取り組むべき課題への対応も必要であることから、

地方において必要となる経費を地方財政計画の歳出に適切に計上し、一般財

源総額を確保すること。 

 

２ 地方交付税の法定率を引き上げるなど、より自律的な地方財政の確立に取

り組むこと。 

 

３ 「地方創生推進費」として確保されている１兆円については、人口減少対

策や地域活性化に不可欠な財源であることから、恒久的な財源としてより明

確に位置付けること。 

 



４ 公共施設等適正管理推進事業債について、地方が計画的に事業を進めるこ

とができるよう、より柔軟な運用を検討するとともに、２０２７年度以降も

延長すること。 

 

５ 税源の偏在性が小さく、税収が安定的な地方税体系の構築を図り、地方税

財源の充実強化を図ること。特に、地方法人課税については、大企業の本社

がある都市部などの一部の地域に過度に税収が集中しないよう、企業の事業

活動の実態に即した仕組みとすること。 

 

６ 政府が減税その他の税制改正を行う場合には、地方財政に影響が生じるこ

とのないよう、その財源は必ず保障すること。その際は、「国と地方の協議

の場」を活用するなどし、特段の配慮を行うこと。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。  
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